








































































































































130 131大学とグローバル化　大阪大学GLOCOLの9年間の経験から 第 4 章　海外体験型教育プログラムのつくりかた 
質問2：現地協力先との覚書について
　現地協力先とどのような覚書を締結していますか。各プログラムで覚書
のような文書を取り交わして、相手先大学やNGOと契約をしていますか。
その際の様式は定められていますか。
質問3：携帯電話について
　学生には現地でも利用可能な携帯電話を持たせていますか。
回答：質問1について
〈大阪大学GLOCOL 特任准教授 敦賀和外〉
　フィールドスタディに関しては、我々はほぼすべてのプログラムに引率
教員をつけています。基本的には引率教員は2名としています。2名分の
予算がない場合は1名にしていますが、理想は2名です。もし1名のみの場合、
引率教員が実習中に倒れた場合に学生の面倒を誰がみるのかが問題とな
るのに加え、プログラム中、分担して行う作業もあるため理想は2名で
すが、もしそれができない場合は、少なくとも1名は引率教員を配置しま
す。過去には引率教員を配置しなかったプログラムもありましたが、リス
ク管理の面よりも教育や指導の面で、やはり効果が半減するように感じま
した。その時は、旅行会社の添乗員とコーディネーターに、学生を引率
してもらいましたが、彼らは現地機関・担当者との交渉や説明は行えるも
のの、学生がどのくらい学んでいるのか、どういう点で躓いているのかと
いうところにまでは目が届きません。そこで介入できるのは教員、もしく
は大学の関係者ではないかというのが率直な感想です。また、インタ ンー
シップのように、学生一人で渡航して、引率教員がいない場合には、LINE
やFacebook等で連絡を取ることもあり得るでしょう。過去大きなリスク事
案はありませんでしたが、学生のモチベーションの維持や無許可での遠
方外出などもあり対応が難しかったです。インタ ンーシップの場合は、引
率教員がつかないため、1週間に1回連絡をもらうようにしています。また、
予め届け出ている宿泊施設とは別の場所に宿泊する場合や、滞在先から
さらに違う国へ旅行に行く場合などには必ず事前に連絡をさせています。
1週間ごとに定期連絡がない場合は、こちらからメールを送り「どうしてい
ますか」と定期的にしつこいほど連絡をとります。メールでも連絡がない
場合には、電話をかけます。そういう意味では担当教員、留守番教員の
手間がかかりますが、インタ ンーシップに教員が付き添っていくわけにも
いかず、現実的なレベルでの安否確認を行っています。
回答：質問2について
〈大阪大学GLOCOL 特任准教授 敦賀和外〉
　インターンシップに関しては、GLOCOLではほぼ覚書は交わしていませ
ん。その理由としては、インタ ンーシップ先は学生自身が開拓して受入の
承認を得るのが基本となっているためです。なお受入機関から求められた
場合には、GLOCOLで覚書の取り交わしを行ったケースもあります。例え
ば、OECD（経済協力開発機構）に学生を送った際には、OECDの所定の様
式で覚書を結びました。また、包括協定として、UNESCOバンコクとインター
ンシップ派遣に係るMOUを結んだケースもありますが、MOUを結んだか
らといって先方が必ずしも学生を受け入れてくれるわけではなく、優秀な
学生でなければ受入は叶いません。よって、MOUさえあれば良いという
わけではなく、必要以上には結んでこなかったのが実態です。
〈大阪大学GLOCOL 特任事務職員 片山歩〉
　フィールドスタディの場合も、基本的には覚書は結んでいません。プロ
グラム担当教員がすでに現地機関や担当者と十分に関係を構築している
フィールドでプログラムを行っているため、改めて覚書として文書化する
必要性がこれまではありませんでした。本来であれば、トラブルが発生し
訴訟等に発展する可能性をふまえ、文書化して契約を取り交わしておく必
要があるのかもしれませんが、GLOCOLのプログラムにおいては、文書化
よりも実際に事件・事故等が起きた場合にどのように対処するかを予め確
認することを通して、諸々双方が納得したうえでプログラムを行ってきま
した。ですが、JASSO海外留学支援制度を利用したい場合、申請には派
遣先大学等との覚書があることが条件となっており、その条件を満たす
ために覚書を取り交わすといった事例はありました。その場合は、簡潔に
「実施期間、派遣人数、プログラムテーマ」のみを記した文書を用い、責
任条項までは盛り込んでいません。
回答：質問3について
〈大阪大学GLOCOL 特任准教授 敦賀和外〉
　携帯することを推奨していますが、大学では経費負担はしていません。
現地で利用可能な携帯電話を購入した場合には、その番号を報告させて
います。携帯電話の所持は任意ですが、常に連絡が取れる体制は確保す
るよう指示しています。教育課程上、必修のプログラムであり、大学が半
強制的に派遣するのであれば、携帯電話所持にかかる費用も大学が負担
するといったことも考えられるでしょうが、その実現には困難な面もある
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でしょう。GLOCOLのプログラムは、学生が任意で応募し参加するもので
あり、また、海外インタ ンーシップ助成プログラムを利用したインタ ンーシッ
プでは、一部は自己負担で渡航するものであり、そのような学生に対して、
どこまで大学が携帯購入を強制できるのかは判断が難しいと思っていま
す。
